





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































鱗 銀行支店長の地位と権限に関する諸問題 神戸学院法学第22巻３．４号(､!;， 大きな問題点はないといえよう。受信業務に関しては、不正取引から生じた利益のいわゆる資金洗浄（日・己二
』巴一己且□ぬ）など特殊な場合を除いて、その業務の拡大が銀行の経営基盤の拡充に直結するわけであるから、営業
主たる銀行にとって、受信業務上の支店長の権限を制限する実益に乏しいからである。
銀行支店長の受信業務上の権限に関して法的に問題となるのは、その取引の性質上、各個の支店に所属すること
があまり意味を持たない取引が広範に認められることである。
預金業務に関しては、オンライン・システムの整備によって、支店ごとに区分された取引でなければならないと
いう環境が崩れつつある。たとえば、大阪支店の預金取引先に関し、名古屋支店において、その預金者が誰である
かを認定し、弁済あるいはこれと同視しうる預金担保貸付がなされているし、大阪支店の預金口座に入金すべく、
名古屋支店において、証券類の取立を引き受けることもありうる。
支配人の権限は、原則として特定の営業所に関する業務に限定される。しかし、性質上特定の営業所の所属に限
（刀）
定されない業務が存在することは、つとに指摘されてきた。これらは主として、営業上の勧誘、外交業務に関して
指摘されたものである。これらの取引行為に関しては、その権限がいずれの営業所の支配人に属するかが外観上不
（犯）
明であるから、これに関する支配人の権限の制限は問題とならず、これに関係あるいずれの営業所の支配人も自由
（羽）
になしうるものと解されている。したがって、この見解によれば、支配人が特定の営業所に属するか否か客観的に
不明確である取引行為をなしたが、当該行為が具体的に自己のおかれた営業所に属していなかったという場合には、
当該支配人には当然そのような取引をなす権限があったという構成によって取引の相手方を保護することになろう。
しかし、支配人の権限が営業所によって限定されているという前提をとるときは、右の構成はこの前提と矛盾する
（釦）
こととなるという指摘がなされている。かかる立場は、このような場〈ロの支配人をむしろ表見支配人としてｖ客観
彼の商業使用人としての法律上の地位は支配人であると評価しうる。したがって、銀行支店長の権限に加えられて
いる制限は、それがどのような制限であろうとも、商法一一一八条一一一項所定の「支配人ノ代理権二加へダル制限」にあ
たるものと結論づけられるわけである。
２、銀行支店長の権限
①受信業務上の権限に関する問題点
銀行支店長の権限に加えられた制限に関し、実際問題として、支店の受信業務に関する権限については、あまり
′■、グー、／■、′白、’~、
29忽忽翌ご下
０ 
（皿）これら銀行法上の各種の営業所に関して、商法上の営業所たる実質を有するか否かを検討したものとして、塩田親文
「銀行法上の『営業所』と商法四一一条の『支店』」法と権利２（民商法雑誌七八巻臨時増刊号②）（昭和五一一一年）一八五頁以
下。なお、銀行営業所の区分の詳細に関して、小山・注（⑲）前掲二一一一’一二○頁参照。
（、）小山嘉昭・銀行法（
（別）「普通銀行の業務揮
第一三九五号一部改正）。
Ｉ－Ｉ」ォ＋
ウトョ....－－－－～－
同前一四’一五頁参照。
同前一六頁参照。
松本崇Ⅱ峯崎二郎他・法人貸出（新銀行実務総合講座第二巻）（昭和六二年）一四頁。
同
前
◎ 
小山・注（四）前掲一二頁。
小山嘉昭・銀行法（平成四年）二一頁。
「普通銀行の業務運営に関する基本事項等について」
,｢.､2. -■〆
「Ｉ
（昭和五七年四月一日蔵銀第九○一号、同五七年五月一西日蔵銀
6１（359） (358）６０ 
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鱗 銀行支店長の地位と権限に関する諸問題 神戸学院法学第22巻３．４号てれいるというのが標準的な実務の姿である。
右に対して、一般に、後数の支店をもつ銀行は、規模の大小こそあれ、各支店長に一定範囲の貸出決定権限を付
（羽）
与し、その権限内の事項については、支店長自らの判断で与信の可否を決定しうるものとしている。先の本部裁量塁
案件に対し、店長裁量権限あるいは自由裁量権限と称される与信形態である。店長裁量権限の内容は、銀行の最高
経営陣が社則をもって制定するという形式が多く、銀行の業態、業容等によりその内容は一定ではないが、白行預
金担保のように債権回収上まったく不安のない与信が主たるものである。このほか、一定範囲の優良銘柄の商業手
形の割引とか、上場会社発行株式を担保とする融資等について、一取引先の総与信額に限度を定めて、支店長の裁
（型）
量権限を認めている例が多い。通常、かかる支店長の裁量権限は、その支店の資金稟學や店質を考慮して、裁量権限
（弱）
の限度額や種類に数段階の格づけがなされている。
いずれにせよ、いかなる形態の与信であれ、それは内部手続上の相違があるにすぎず、対外的には支店名義の取
引であることにかわりはないわけである。
支配人の権限に何ら制限が加えられていない場合、その支配人のなす行為が営業に関するものであるか否かは、
実際上支配人がそれを営業のためになしたか否かという主観的事情に関係なく、もっぱら行為の客観的性質から承
（妬）
て、一般にその営業に関するものと認められるか否かによって決しなければならないと解されており、この点に関
して原則的に異論はない。しかし、その行為を客観的に考察するにあたり、どのような要素を考慮すべきかについ
ては、見解のへだたりがある。行為自体の性質、種類等を勘案すべきであるという点では異論を見ないが、とりわ
け取引の数量、金額を判断の要素に加えるべきか否かという点に見解のへだたりがあるように思われる・取引の数
（釘）
量、金額を客観的な判断に加些えるべきでないとする立場は、これを判断基準に加えることが技術的に困難であり、
各支店は、取引先から与信の申込承を受けた場合、貸付の基本原則にのっとり、さまざまな角度から調査、分析
を行ない、取上げの可否を決定する。取上げを可と判断した場合には、店内資料を整理し、最終的に支店長がその
支店としての取上げ方針を決することになる。そして、本部宛てに正式稟議書を作成するというのが一般的な手続
（犯）
である。すなわち、与信を実行する珈否かの最終決定権は、本部あるいは特定の融資決定機関や担当役員に留保ざ
②与信業務上の権限に関する問題点
支配人としての銀行支店長の権限の制限に関して、実際上大きな問題となるのは、支店の与信業務である。
現実には、銀行支店長の与信取引における裁量権は、きわめて強い制約下におかれていると言ってよいであろう・
与信業務は、銀行の企業としての営利性、公共性だけでなくその健全性に直結する業務であるから、その取引の全
容を本部において統括管理する必要性が高いからである。さらに、平成五年一一一月末までに、国際決済銀行の自己資
本比率基準の充足を達成しなければならないという特殊な事情もあって、与信取引の統括管理がいっそう必要とさ
れているわけである。
的にゑて支配人として通常有すると思われる権限を擬制すべきであると解している。 （Ⅲ） 
目《体的な問題として、営業政策上の配慮から刃僚店の預金の弁済またはこれと同視しうる預金担保貸付につき、
金額の制限が設けられていたと仮定しよう。自己の取引支店と別の支店においてこの限度を超えて預金担保貸付を
受けた取引先は、通常、保護されるべきであると考えられる場合が多かろう。かかる問題を想定した場合、その解
決にあたって取引先を保護する根拠としては、右の後者の見解に従って、商法四一一条によるのが適当であると言え
ようか。僚店の預金の弁済ないしは預金担保貸付に関する金額制限は、各支店に限定された権限を前提とする支配
人の権限の制限とは一一一一口えないからである。
一‐・Ｉ．
・・菫・・「咄』・鐸Ⅱ鐸・）：一．『ケニ。．・・・『』’一・・壹・千・：。‐・】・・二・・二一・・・』」
世ロー咄・．》・・・》・匙』．・・卍』・識二七、．□』二・二』・・ロー
）」Ｅ螺〈》咄．』宅．》・缶》》｛一（｛鈩啼；恢抄：鷺
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藤
引ごとに民法上の越権行為の理論、具体的には民法二○条の法理によって判断される結果となろう。
やはり現実には、社会通念上の観点から、いかに行為の性質上営業主の営業に関する行為であるとはいえ、その
金額があまりに過大であるがゆえに、その支店長の行為が、支店の営業に関する行為としてはその権限内に属する
ものでないと判断することがむしろ正常であり、これを権限内に属するものであると判断することがかえって異常
（“） 
であるという場合が存在しうるものと考鰐えられる。とりわけ銀行取引においては、預金者の保護をも考慮しなけれ（必）
ぱならないから、支店の営業に関する行為を判断するに際して、客観性が重要視されるべきことは当然であるし、
客観的な判断基準の要素の中に、取引金額、数量を加えるべきであると言えよう。
支店の営業に関する行為の範囲につぎ、明確に客観的限界を画することは確かに困難であるが、企業の大小や具
体的事項を基礎としてこれを取引上の正常な社会通念をもって客観的、抽象的に判定することはあながち不可能で
（妬）
題はないとの指摘は、つとになされてきた。しかし、目云体的にこの基準の設定を試ふた例は見当たらない。
問縮取引の相手方の保護および支店長を通じて取引をする企業側（営業主側）の保護の均衡を考えるならば、このよ
耐うな判断基準は、取引当事者の双方にとってある程度明確なものでなければならないであろう。したがって、銀行
脚取引において、たとえばこれをその支店の預貸率に求めたり、あるいはその銀行の総与信額の何パーセントといつ
雌た数字に求めたりしても、取引の相手方がかかる基準に依拠することは事実上不可能であるから、適当ではなかろ
雌う・銀行支店の与信取引においては、すべての取引先を通じる画一的な金額を設定し、これに依拠することも不適
即当である。個々の取引先ごとにその事業規模、財務状況、収益力、事業の性質や将来の成長見通し、担保となる預
古河金星塁等に差異があるわけであるから、基準の設定はおのずと相対的なものにならざるをえない。ところで私は、別
行銀に公表した論稿において、商法二六○条一一項一一号の「多額ノ借財」の銀行取引における認定基準の設定につき、こ
神戸学院法学第22巻３．４号それゆえ基準を不明確にするから適当ではないと主張す鮒｝これに対し、取引の数量、金額を判断基準に加えるべ
（羽）
きであるとする立場は、かかる技術的困難性を認めつつも、これを否定する絶対的理由を見出せない以上は、また、（釦）
そうすることが理論的によりのぞましいと思われる場合には、数量、金額等をも勘案すべきであると主張している。
すなわち、後者の立場によれば、取引の数量、金額が当該支店の外観や実態と対比していちじるしく過大であり、
一般取引界の常識からゑても、それが営業のために必要な行為として支配人の権限の範囲に属するものととうてい
（弧）
認め膣えない場合には、取引の相手方が保護されずともやむをえないと解するわけである。したがって、支配人のな
した形式上同じ性質の取引行為であっても、数量、金額において一定の限度を超えた取引については、もはや商法
一一一八条の規制するところではなくなり、取引の相手方は同条一一一項による保護を受けえない結果となる。
銀行支店の名義でなされる与信取引は、いかなる形態のものであれ、銀行法二条に掲げられた固有業務そのもの
であるから、行為自体の性質の承から判断すれば、これが支配人たる銀行支店長のなしうる営業に関する行為に属
するものであることは言うまでもない。銀行支店長が支配人たる地位にあることを前提とすれば、彼の権限に何ら
制限のない場合の本来なしうる営業に関する行為の範囲を画するにあたり、取引の金額をその判断基準に加えるべ
きか否かは、きわめて重要な問題であるといえる。かりに取引金額をその判断基準に加えないとすれば、理論上、
銀行支店長が、先に述べた実務手続に反して、銀行全体の資金量等からゑて不相応に多額の融資あるいは債務保証
（似）
等を専断的になした場合、当該取引の効力は、すべて商法三八条一一一項によって判断されることになる・融資額ない
し保証額のいかんにかかわらず相手方の無過失は要求されないわけである。これに対して、取引金額を判断基準に
加えてかかる支店長の行為を考察するならば、銀行全体の資金量等から見て不自然なまでに多類の融資や保証は、
もはやその支店の営業に関する行為に該当しないと判断されることになろうから、かかる取引の効力は、個々の取
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巖 銀行支店長の地位と権限に関する諸問題
（妬）
腸れを銀行から与信を受けよう，とする会社の財務状況に依拠すべきであると考えた。ｊもちろん本稿の課題である銀行
禅支店の営業に関する行為における取引額の認定基準とは、まったくその次元を異にするｊものであるが、銀行および
鋤取引先の双方にとって容易に依拠しうるという観点からは、取引先の財務状況という基準が十分に合理性を持つも
学のと考える。そこでたとえば、与信取引における銀行支店の営業に関する取引金額の上限を、取引先ごとの純資産
鰍額といったところに設定すれば、取引の相手方は、融資を受けようとする場合は自己の、銀行の保証を得ようとす
畔る場合は当該債権の債務者の純資産額を容易に把握しうるはずであるし、銀行にとっても、この額は自行の債権保
神全にとって重要な目安と言いうるわけであるから、客観的な指標としては適当と一一一一口えるのではなかろうか。企業の
純資産額は、当該企業の直接金融に際しての借入と債権者保護との均衡を図ろうえでのひとつの目安でもあり（た
とえば商法一一九七条一項、社債発行限度暫定措置法一条）、間接金融たる銀行の与信取引においても、このような形
で取引当事者の保護の均衡を図るうえでのひとつの基準たりえないであろうか。もちろん、かかる基準をもってそ
の与信取引が支店の営業に関する行為か否かを判断するとすれば、債務超過の状態にある取引先との与信取引につ
いては、常に支店の営業に関する行為に属さないことになり、かかる取引に商法一一一八条一一一項の適用の余地がなくな
るので、多くの取引が民法の越権代理の法理によって解決されることになろうから、銀行の保護に寛容すぎる結果
を招くことになるかもしれない。しかし、企業としての銀行の健全性を貫こうとすれば、かかる結論ｊもやむをえた
なる。 支店の営業に関する行為が、法令によって制限されている場合がある。銀行支店の場合には、とりわけ外国為替
及び外国貿易管理法とのかかわりでこれが問題となる。すなわち、銀行支店の外国為替業務は、これを営もうとす
る営業所》」とに大蔵大臣の認可を受ける必要がある（外為法一○条一項）。したがって、いわゆる外国為替取扱店
として認可を受けないかぎり、その支店は、営業として外国為替業務をなしえないわけである。この認可を受けて
いない支店は、単に取扱店への取次業務を行ないうるにすぎないから、このようないわゆる取次店は、外国為替業
務に関するかぎり、商法上の営業所たる実質を有しないものと言えよう・
右のような取次店にすぎない支店の支店長が専断的に外国為替取引をなした場合には、商法四二条が営業所の実
質を有しない事業所の主任者の行為にも適用されるか否かを論じるまでもなく、そもそも当該行為は、その取次店
の営業に関する行為に属さないものといえるわけであるから、同条の適用の可否は最初から問題とならず、もっぱ
らその取引について民法の表見代理が成立するか否かを判断することによって解決すべき問題であるということに
を適用することはできず、もっぱら外
③支店の営業行為の法令による制限
ろ場合に限られる。かかる金額を超える与信取引については、個別の取引ごとに民法の表見代理が成立するか否か
を判断することになるわけである。ただし、支店長のなした専断的な手形保証や自己宛小切手の発行については、
証券授受の直接の相手方に対しては右の基準を適用しうるが、当該証券を善意で取得した第三者に対して右の基準
を適用することはできず、もっぱら外観理論等手形法上の理論にその解決がゆだねられることになるものと解する。
結局、かりに右の基準によるとすれば、銀行支店長が、自行の内規等に反して、制限枠を超えて専断的になした
与信取引の結果、商法一一一八条一一一項によって取引の相手方が保護されるのは、相手方が銀行の内規等を知らず、かつ
与信額が自己の純資産額以内（または銀行が債務保証をする場合は当該債務の債務者の純資産額以内）の取引であ
いのではないかと考える。
（〃）西原・注（、）前掲三一一一一頁参照。
（配）大森・注（１）前掲一九○頁、田中・注（１）前掲一一一八五’三八六頁。
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銀行支店長の地位と椎限に関する諸問題 神戸学院法学第22巻３．４号
銀行支店長は、商法上の支配人である。したがって、銀行がその権限を内部的に制限したとしても、支店長の行
為が支店の営業に関するものであるかぎり、彼のなした専断的取引行為につぎ、銀行は善意無重過失の相手方に対
抗しえない。右の結論を前提とすれば、銀行は、とりわけ与信取引に関する支店長の裁量権限が相当に制約されて
いるという事実を、社会的に広く認識、浸透させるために、相応の努力をはらうべきであろう・
銀行は、現在のところ支店長について支配人登記を行なっていない。この事実は、銀行が支店長を支配人である
と考えていないという主観的事情によるものか、あるいは、登記料の節約という営業政策上の配慮によるものか、
必ずしも明らかではないが、すゑやかに支配人登記をなすべきではなかろうか。なお銀行は株式会社であるから、
支店長の選解任および配属店舗の変更はすべて取締役会において決しなければならない。
〆■、／閂、戸、′~、〆■、’■、〆、／へ
３６３５３４３３３２３１３０２９ 
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（記）同前。
（釦）實方正雄「支配人の権限」民商法雑誌一三巻一号（昭和一六年）六五頁、田中・注（１）前掲三九八頁、大隅・注（３）前
掲一四九頁、服部（栄）・注（３）前掲二九○’二九一頁、志村・注（８）前掲一○一頁。
（Ⅳ）鳩常夫「信用金庫支店長と営業に関する行為」商法（総則・商行為）判例百選（第二版）（昭和六○年）六九頁、西原
・注（⑫）前掲一一一三四頁。
（妬）岩本・注（１）前掲七一頁。
（妬）拙稿「商法一一六○条二頁一
（側）塩田・同前。
（釣）田中・注（１）前掲三九八頁、服部（青）・注（１）前掲一八一頁、岩本・注（５）前掲三八二頁、志村・注（８）前掲一○一頁、
塩田・注（Ⅳ）前掲七六四’七六五頁。
（釦）鴨・同前。
（皿）服部（青）・注（１）前掲一八一頁。
（妃）このような取引の効力の検討をなす実益があるのは、とりわけ支店長が専断的に巨額の債務保証を行なった場合である。
融資取引に関しては、融資の実行前であれば格別、融資の実行後であれば、取引の効力が有効とすれば銀行には貸付金返還
請求権が発生し、無効とすれば銀行には原状回復のための金銭返還請求権あるいは不当利得返還請求権が生じるであろうか
ら、いずれにせよ、いったん交付した金銭を回収しなければならないという立場にかわりはない。これに対して、債務保証
（“）大野實雄「支配人」法学セミナー一一一八号（昭和一一一四年）四一頁参照。
に関しては、その効力が有効か無効かによって、銀行の立場は決定的に異なることになる。
（妬）岩本・注（１）前掲七一頁。
つ
大森・同前、田中・同前、長谷川・注（１）前掲四九頁、大隅・注（３）前掲一四八頁、西原・注（⑫）前掲三一一一一頁。
服部（栄）・注（３）前掲二九○頁。
松本Ⅱ峯崎・注（餡）前掲一六’一八頁参照。
同前一八頁。
同前。同前
◎ 
拙稿「商法一一六○条二項二号の『多額ノ借財』と銀行取引」現代株式会社法の課題（昭和六一年）一一六一一一頁以下・
四
、
結
語
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